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“障害を理由とする差別”への対応指針
菱村 幸彦

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律」（以下「差別解消法」）という法律をご存じだろう

か。差別解消法は，障害者権利条約の批准に伴う国

内法整備の一環として，平成25年に制定された法律

で，来年４月から施行される。

文部科学省は，差別解消法の施行に先立ち，「文

部科学省所管事業分野における障害を理由とする

差別の解消の推進に関する対応指針（案）」（以下

「対応指針」）をまとめた（10月上旬に告示予定）。こ

の指針は，民間事業者（私立学校等）を対象とするも

のである。公立学校については，教育委員会が対応

要領を定めることとなるが，対応指針に示す内容は，

公立学校においても同じと考えてよい。

不当な差別的取扱いの禁止
差別解消法は，行政機関（公立学校を含む）およ

び民間事業者（私立学校を含む）が，[1] 障害を理由

として，不当な差別的取扱いをすることにより，障害

者の権利利益を侵害してはならないこと，[2] 障害者

から社会的障壁の除去を求める意思の表明があっ

た場合は，必要かつ合理的な配慮をしなければなら

ないことを定めている（７条，８条）。この規定を受け

て，対応指針は，差別禁止と合理的配慮について具

体例を示している。

まず，差別解消法が禁止する「障害者の権利利益

の侵害」とは，障害者に対して，正当な理由がないの

に，障害を理由として，財・サービスや各種機会の提

供を拒否したり，提供に当たって場所や時間帯など

を制限したりすることによる権利利益の侵害をいう。

ただし，障害者を障害者でない者より優遇する取扱

いは不当な差別的取扱いには当たらない。

対応指針は，学校における不当な差別的取扱い

に当たる具体例として，学校への入学の出願の受

理，受験，入学，授業の受講等を拒むことや，試験に

おいて合理的配慮の提供を受けたことを理由にその

試験結果を学習評価の対象から除外したり，差を付

けたりすること等を挙げている。

次に，差別解消法が定める「合理的配慮」とは，障

害者から社会的障壁を除去してほしいという意思の

表明があった場合，その実施に伴う負担が過重でな

いときは，障害者の性別，年齢，障害の状態に応じ

て，社会的障壁を除去するため必要かつ合理的な配

慮をすることである。

「合理的配慮」の具体例
合理的配慮は，場面や状況に応じて異なり，その

内容は多様かつ個別的である。対応指針は，合理的

配慮について多様な具体例を示している。紙幅の制

約でそのすべてを紹介することはできないが，例え

ば，次のとおりである。

〇災害時の警報音が聞こえにくい障害者に対し，直

接災害を知らせたり，緊急情報を視覚的に受容で

きる警報設備等を用意したりすること。

〇車椅子利用者のためにキャスター上げ等の補助

をしたり，段差に携帯スロープを渡すこと。

〇棚の高い所に置かれた図書やパンフレット等を取

って渡したり，図書やパンフレット等の位置を分か

りやすく伝えたりすること。

〇移動困難者のために，通学のための駐車場を確

保したり，参加する授業で使用する教室をアクセス

しやすい場所に変更したりすること。

〇聴覚過敏の児童生徒のために教室の机・椅子の

脚に緩衝材を付けて雑音を軽減したり，視覚情報

の処理が苦手な児童生徒のために黒板周りの掲

示物等の情報量を減らしたりすること。

〇介助等を行う保護者，支援員等の教室への入室，

授業や試験でのパソコン入力支援，移動支援，待

合室での待機を許可すること。
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